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【研究概要】 
 離島に居住する比較的元気な独居高齢者が，地域での暮らしを継続するために必要となる

地域包括ケアシステムのあり様について，調査研究を行った。調査研究の結果，高齢者自身

が自らの健康とその決定要因をコントロールし，改善することができるようにするプロセス

（ヘルスプロモーション）が重要であることがわかった。そして，ヘルスプロモーションを

実現するためには，高齢者を支えるフォーマル・インフォーマル資源の活用が不可欠であり，

社会福祉協議会が，高齢者のニーズに適した社会資源を結び付けていたことがわかった。 
【研究内容・成果】 

１１．．研研究究内内容容  

 本研究は，令和２年度に行ったインタビュー調査（①一人暮らし高齢者 30 人を対象とし

たもの，②支援者 7 人を対象としたもの）と逐語録データを計量テキスト分析した結果をも

とに，令和３年度および令和４年度実施したワークショップの結果を分析し考察したもので

ある。令和４年度，一人暮らし高齢者の家族（主に島内外に居住している子ども）など，暮

らしを支える関係者を対象にインタビュー調査を行う計画であったが，新型コロナウィルス

感染の拡大を受けて，実施できなかった。 
 そのため，令和２年度および令和３年度の調査研究で明らかにできたことをもとに，ワー

クショップを開催し，そこで出た意見などを取りまとめ考察を行った。 
（１） ワークショップの開催 
 令和４年 12 月 19 日，地元の保健福祉センターにて，「地域の“イマ”と“これから”を

考える」と題して対面とリモートと併用したハイブリット方式で開催した。ワークショップ

では，これまでの研究成果として「比較的元気な一人暮らし高齢者が自らの健康とその決定

要因をコントロールし，改善することができるよう日々取り組んでいたことが明らかになっ

たこと（ヘルスプロモーションの実現）」，そして「ヘルスプロモーション実現のためには，

ニーズに応じ適切にフォーマル・インフォーマル資源を活用することが重要であること」を

報告し，参加者に話し合ってもらった。話し合いでは，ヘルスプロモーションが一定程度実

現できていることを確認した一方，引きこもるなどの社会的孤立状態に陥っている高齢者へ

の対応策の必要性が指摘された。 
（２） 報告書の作成 
 これまでの研究成果をまとめた成果物として『「離島モデルとなる医療・福祉に係る地域

資源等調査に基づく地域包括ケアシステム構築」に関する調査・研究報告書』を作製，発行

した。 
 

２２．．研研究究成成果果  

本研究では，疾病・健康の社会的要因（social determinants of health）（図 1 参照）に着

目し，健康の社会的決定要因を抱える住民，比較的元気な一人暮らし高齢者に焦点を当て，

保健・医療・介護・福祉・地域の他の機関・住民などの連携のもと，本人のニーズに合致す

る社会的課題を解決し得る社会資源につなげる支援の重要性を指摘した。英国で成果を挙げ

ている社会的処方（social prescribing）の取組みに倣った事業の展開を模索することの意義

を確認した。 
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社会的処方とは，「健康の社会的決定要因を抱える住民に対して，保健・医療・介護・福祉・

地域の他の機関・住民などの連携のもと，本人のニーズに合致する社会的課題を解決し得る

社会資源につなげる支援をすること」で，「そのケアの機会を地域組織とともに創る活動」を

意味している（注１）。 
 社会的処方では，ニーズを抱えた人とそのニーズに適した社会資源を結びつける役割をリ

ンクワーカーが担うが，その役割を地元の社会福祉協議会が担っていることを確認できた。 
社会的処方の可能性について，ソーシャルワークの領域では，ストレングスモデルのケア

マネジメントが島しょ部や中山間地域において効果的であるとのエビデンスもあるので，ケ

アマネジメントとのすみ分けや両方の活用も検討していくことを確認した。 
 ワークショップでは，健康の社会的要因の重視と社会的処方の活用について一定の理解を

得られたが，その対象は限定的ではないかなどの意見が出され，今後継続的に検討が必要で

ある。具体的な意見として出たのは，ニーズが潜在化してしまっている社会的孤立状態にあ

る人に対しては，アウトリーチを含むより専門的な介入方策が必要というものであった。 
 今後，社会的処方が有効に機能する対象群を明確にするとともに，他の対象群への効果的

な介入方策を明らかにすることが今後の研究課題である。 
 なお，本研究成果については，一般社団法人 日本精神保健福祉学会第 11 回 学術研究集

会（2023 年 6 月 24 日（土）‐25 日（日），会場：早稲田大学）にて演題発表した。 

 
注１：武田裕子編著『格差時代の医療と社会的処方 病院の入り口に立てない人々を支える

SDH（健康の社会的決定要因）の視点』日本看護協会出版会，2021 年，pp39-40） 
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